
参考資料２ 

労働安全衛生法に基づく定期健康診断等のあり方に関する検討会要綱 
 

1．目的 

 1）労働安全衛生法に基づく定期健康診断（一般健康診断）は、常時使用する

労働者について、その健康状態を把握し、労働時間の短縮、作業転換等の事後

措置を行い、脳・心臓疾患の発症の防止、生活習慣病等の増悪防止を図ること

などを目的として事業者により実施されている。 

 2）一方、労働者の高齢化の進展、ストレスチェック制度の創設など、労働者

の健康管理を取巻く状況も変化している。また、脳・心臓疾患による労災支給

決定件数も高水準にあるなどの状況にあり、定期健康診断についても、これら

の状況に的確に対応したものとすることが必要である。 

 3）また、医療技術の進展や科学的知見の蓄積も進んでおり、健康診断の診断

手法や検査項目についても、これらに対応したものとすることが必要である。 

 4）さらに、高齢者の医療の確保に関する法律に基づく特定健康診査は、定期

健康診断の受診を保険者が確認することにより、その全部又は一部を行ったも

のとみなすとされている中、当該健康診査についても平成 30 年度からの実施に

向けて、最新の科学的知見等に基づいた健康診査項目の見直しの検討が開始さ

れている。 

 5）これらを踏まえて、産業医学の専門家等の関係者の参画を得て、定期健康

診断等のあり方について検討を行うこととする。 
 

2．検討内容 

（1）労働安全衛生法に基づく定期健康診断等の診断項目等について 

（2）その他 
 

3．構成 

（1）本検討会は、厚生労働省労働基準局安全衛生部長が、別紙の参集者の参集

を求めて開催する。 

（2）本検討会には座長を置き、座長は検討会の議事を整理する。 

（3）本検討会の参集者は、必要に応じ追加することができる。 

（4）本検討会は、参集者以外の者に出席を求めることができる。 
 

4 その他 

（1）本検討会は、原則として公開する。ただし、個人情報、企業秘密情報を取

り扱うなどの場合においては非公開とすることができる。 

（2）本検討会の事務は、厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課産業保健

支援室において行う。 
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